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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　光学的放射の偏光の状態に対する光学系の影響を近似する方法であって、
　前記光学系への入射光学的放射を複数の入射偏光状態で供給するステップと、
　前記入射光学的放射を前記光学系に向けるステップと、
　前記入射偏光状態のそれぞれに関する、前記光学系からもたらされる出射光学的放射の
位相分布を含む少なくとも１つの特性を測定するステップと、
　前記出射光学的放射の前記測定された特性から前記光学系の回転および／または円偏光
二色性を計算することによって、光学的放射の偏光状態に対する前記光学系の前記影響を
近似するステップと、
を含むことを特徴とする方法。
【請求項２】
　前記出射光学的放射の前記少なくとも１つの特性を測定する前記ステップが、前記入射
偏光状態のそれぞれに関して前記出射光学的放射の位相分布および強度分布を測定するス
テップを含むことを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記位相分布を測定するステップが、干渉計の使用を含むことを特徴とする請求項１ま
たは２に記載の方法。
【請求項４】
　前記光学的放射の偏光状態に対する前記光学系の前記影響を近似するステップが、前記



(2) JP 5209880 B2 2013.6.12

10

20

30

40

50

測定された位相分布および／または前記測定された強度分布をモデル関数内で処理するこ
とを含むことを特徴とする請求項２又は３に記載の方法。
【請求項５】
　前記光学的放射の偏光状態に対する前記光学系の前記影響を近似するステップが、前記
光学系の近似ジョーンズ行列の再構成を含むことを特徴とする請求項１乃至４のうちのい
ずれか１つに記載の方法。
【請求項６】
　前記入射偏光状態が、任意の偏光状態を前記入射偏光状態の線形結合によって形成でき
るように選択されることを特徴とする請求項１乃至５のうちのいずれか１つに記載の方法
。
【請求項７】
　前記光学系が、所与の開口を有する光学結像系を含み、光学的放射の前記偏光状態に対
する前記光学系の影響が、瞳分解を用いて判定されることを特徴とする請求項１乃至６の
うちのいずれか１つに記載の方法。
【請求項８】
　前記入射光学的放射が、主に直線偏光の放射成分を有する少なくとも１つの第１の入射
状態と、主に円偏光の放射成分を有する少なくとも１つの第２の入射状態とで供給される
ことを特徴とする請求項１乃至７のうちのいずれか１つに記載の方法。
【請求項９】
　前記少なくとも１つの第１の入射状態の前記直線偏光の放射成分の支配的な偏光方向φ
が、０°≦φ＜１８０°の範囲内で等しいステップで前記支配的な偏光方向φの方位角を
回転することによって得られる少なくとも３つの偏光方向の間で変更されることを特徴と
する請求項８に記載の方法。
【請求項１０】
　前記支配的な偏光方向の前記変更から生じる前記測定された出射光学的放射の位相分布
および強度分布の変動が、測定され、前記光学系のリターデイションおよび直線偏光二色
性が、それから判定されることを特徴とする請求項９に記載の方法。
【請求項１１】
　前記少なくとも１つの第２の入射状態が、主に左円偏光光の第１の入射円偏光状態と主
に右円偏光光の第２の入射円偏光状態とを含むことを特徴とする請求項８乃至１０のうち
のいずれか１つに記載の方法。
【請求項１２】
　前記光学系の前記回転および前記円偏光二色性が、前記第１のおよび前記第２の入射円
偏光状態に関する前記出射光学的放射の前記測定された特性から判定されることを特徴と
する請求項１１に記載の方法。
【請求項１３】
　前記光学系の透過が、偏光の前記少なくとも１つの第１の入射状態および／または偏光
の前記少なくとも１つの第２の入射状態に関する前記出射光学的放射の前記測定された特
性から判定されることを特徴とする請求項８乃至１２のうちのいずれか１つに記載の方法
。
【請求項１４】
　偏光の前記入射状態が、偏光子およびリターダの少なくとも１つの組合せによって前記
入射光学的放射の偏光状態を変更することによって提供され、前記少なくとも１つの偏光
子および前記少なくとも１つのリターダのそれぞれが、そのめいめいの空間的方位におい
て独立に調整可能であることを特徴とする請求項１乃至１３のうちのいずれか１つに記載
の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、光学的放射の偏光の状態に対する光学系の影響を近似する方法に関する。そ
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のような方法は、たとえば、マイクロリソグラフィ・システムに適用することができる。
用語「光学系」は、特にレンズおよびそれを用いて構成された対物レンズを含むものであ
り、入射する光学的放射を透過させ、かつ／または反射する１つまたは複数の光学構成要
素の任意の配置として理解されなければならない。マイクロリソグラフィ・システムの場
合に、光学系は、たとえば、そのようなシステムの投影対物レンズとすることができる。
用語「光学的放射」は、たとえば可視光またはＵＶ放射など、試験中の光学系に適用され
るすべての所望の電磁放射として理解されなければならない。偏光の状態と、その状態が
光学系によってどのように影響されまたは変更されるかをを記述するために、一般に、ス
トークス・パラメータ、マラー行列（Ｍｕｌｌｅｒ　ｍａｔｒｉｘ）、偏光行列（Ｐｏｌ
ａｒｉｓａｔｉｏｎ　ｍａｔｒｉｘ）、およびジョーンズ行列などの適当な変数が利用さ
れる。これに関する詳細については、関連文献を参照することができる。
【背景技術】
【０００２】
　光学的放射の偏光の状態に対する光学系の影響を判定する方法が、ドイツ国特許出願第
１０３　０４　８２２　Ａ１号に記載されている。この方法では、光学系のジョーンズ行
列が、２つの測定ステージで判定される。第１測定ステージでは、定義された偏光状態の
入口側放射が、光学系に向けられる。次に、光学系から発する放射の偏光の結果の出口状
態の強度が、偏光アナライザを使用して測定される。この測定データから、フェーズリデ
ュースド（ｐｈａｓｅ－ｒｅｄｕｃｅｄ）ジョーンズ行列を計算する。第２測定ステージ
では、大域瞳分解位相項（ｇｌｏｂａｌ　ｐｕｐｉｌ　ｒｅｓｏｌｖｅｄ　ｐｈａｓｅ　
ｔｅｒｍ）を、干渉計測定によって判定する。この測定では、１つの単一入口側偏光状態
が、光学系から発する結果の放射の大域位相項の判定に使用される。第１測定ステージで
判定されたフェーズリデュースド・ジョーンズ行列とこの大域位相項とが、光学系の完全
なジョーンズ行列を得るために組み合わされる。
【０００３】
　特許出願第ＵＳ　２００２／００２４６７３　Ａ１号には、光学的放射の偏光の状態に
対する光学系の影響に関する情報を得るための波面測定デバイスが記載されている。この
波面測定デバイスには、少なくとも２つの異なる直線偏光状態を生成する入口側偏光子と
、波面を測定するトワイマン・グリーン・タイプまたはフィゾー・タイプの干渉計が含ま
れる。さらに、波面測定デバイスには、検出器側偏光子が含まれ、この検出器側偏光子は
、光学系から発する光の偏光状態を分析するために必要である。
【０００４】
【特許文献１】ドイツ国特許出願第１０３　０４　８２２　Ａ１号
【特許文献２】特許出願第ＵＳ　２００２／００２４６７３　Ａ１号
【特許文献３】ドイツ国特許出願第１０１　０９　９２９　Ａ１号
【特許文献４】ドイツ国特許出願第１０２　１７　２４２号
【非特許文献１】Ｒ．Ｂａｒａｃａｔ、「Ｊｏｎｅｓ　ｍａｔｒｉｘ　ｅｑｕｉｖａｌｅ
ｎｃｅ　ｔｈｅｏｒｅｍｓ　ｆｏｒ　ｐｏｌａｒｉｓａｔｉｏｎ　ｔｈｅｏｒｙ」、Ｅｕ
ｒ．Ｊ．Ｐｈｙｓ．１９（１９９８年）、２０９～２１６ページ
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明の目的は、低いコストおよび改善された正確さを有する光学的放射の偏光の状態
に対する光学系の影響の近似を可能にする方法を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上の目的を解決するために、本発明によれば、光学的放射の偏光の状態に対する光学系
の影響を近似する方法であって、円偏光放射成分を有する少なくとも１つの入ってくる状
態を含む、偏光の複数の入ってくる状態で、光学系に関する入ってくる光学的放射を供給
するステップと、入ってくる光学的放射を光学系に向けるステップと、偏光の入ってくる
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状態のそれぞれに関する光学系から発する結果の出てゆく光学的放射の、位相分布を含む
少なくとも１つの特性を測定するステップと、出てゆく光学的放射の測定された特性を評
価することによって、光学的放射の偏光の状態に対する光学系の影響を近似するステップ
とを含む方法が提供される。
【０００７】
　本発明によれば、光学的放射の偏光の状態に対する光学系の影響は、出てゆく光学的放
射を分析するのに偏光子を使用する必要なしに近似でき、これは、出力側に大きい開口数
を有する光学系の場合に特に重要である。その代わりに、結果の出てゆく光学的放射の位
相分布が、検出器側の偏光子の必要なしに適当な手段を使用して測定される。したがって
、検出器側の偏光子は、一般に、大きい角度の十分な透過および消光をもたらす必要に起
因して厳しい要件の対象となるが、この検出器側の偏光子を製造するコストを避けること
ができる。具体的には、λ＝１９３ｎｍおよびλ＝２４８ｎｍのＵＶ波長について、従来
技術による装置で検出器側偏光子として使用するのに十分な品質の偏光子は、十分な品質
で製造することができない。これは、高開口発散ビームがシアリング干渉計で生成される
場合に特にあてはまる。検出器側偏光子を必要としない、本発明による方法を提供するこ
とによって、そのような偏光子によって導入される測定誤差を避けることができ、したが
って、偏光の状態に対する光学系の影響を、改善された正確さで近似することができる。
本発明による方法は、１９３ｎｍまたは２４８ｎｍの波長での光学的放射に特に適する。
【０００８】
　上の目的は、本発明に従って、光学的放射の偏光の状態に対する光学系の影響を近似す
る方法であって、光学系に関する入ってくる光学的放射を偏光の複数の入ってくる状態で
供給するステップと、入ってくる光学的放射を光学系に向けるステップと、偏光の入って
くる状態のそれぞれに関する光学系から発する結果の出てゆく光学的放射の少なくとも１
つの特性を測定するステップと、出てゆく光学的放射の測定された特性から光学系の回転
および／または円偏光二色性を計算することによって、光学的放射の偏光の状態に対する
光学系の影響を近似するステップとを含む方法を提供することによってさらに解決される
。回転および／または円偏光二色性を計算することによって、光学的放射の偏光の状態に
対する光学系の影響を、出てゆく光学的放射を測定する検出器側偏光子の必要なしに、高
い正確さまで近似することができる。
【０００９】
　上で述べた目的は、本発明に従って、光学的放射の偏光の状態に対する光学系の影響を
近似する方法であって、光学系に関する入ってくる光学的放射を偏光の複数の入ってくる
状態で供給するステップと、入ってくる光学的放射を光学系に向けるステップと、共通光
路干渉計内の共通の経路を進む少なくとも２つの部分的光波の干渉を引き起こす干渉計を
使用して、偏光の入ってくる状態のそれぞれに関する光学系から発する結果の出てゆく光
学的放射の、位相分布を含む少なくとも１つの特性を測定するステップと、出てゆく光学
的放射の測定された特性を評価することによって、光学的放射の偏光の状態に対する光学
系の影響を近似するステップとを含む方法を提供することによってさらに解決される。
【００１０】
　共通光路干渉計を使用して偏光の入ってくる状態のそれぞれについて位相分布を測定す
ることによって、偏光の状態に対する光学系の影響を、結果の出てゆく光学的放射を測定
するのに偏光子を使用する必要なしに、非常に高い正確さで近似することができる。用語
「共通光路干渉計」は、この場合に、互いに干渉する少なくとも２つの部分的光波が本質
的に共通の経路を進む干渉計として理解されなければならない。２つの部分的光波は、干
渉計内の同一経路を進むことが好ましいが、２つの部分的光波は、試験中の光学系の内部
の、類似するが同一ではない経路を進む。これは、たとえば、トワイマン・グリーン干渉
計またはフィゾー干渉計と対照的であり、これらの干渉計では、基準ビームが、それが干
渉する、試験中の光学系を横切る測定ビームと異なる経路に送られる。共通光路干渉計の
例に、シアリング干渉計および点回折干渉計が含まれる。共通光路干渉計を用いて位相分
布を測定する時に、検出光学部品の収差は、位相測定に直接には影響せず、したがって、
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偏光の状態に対する光学系の影響を、高い正確さで近似することができる。本発明によれ
ば、共通光路干渉計の共通経路を進む２つの部分的光波は、両方が光学系を通過した光学
的放射を有利に含む。これは、入ってくる光学的放射の偏光の複数の入ってくる状態が、
順々に光学系に供給される場合に、さらに実現可能であり、その結果、結果の出てゆく光
学的放射の測定される特性を、めいめいの入ってくる状態にたやすく帰することができる
ようになる。
【００１１】
　さらに、上の目的は、本発明に従って、光学的放射の偏光の状態に対する光学系の影響
を近似する方法であって、光学系に関する入ってくる光学的放射を偏光の少なくとも１つ
の入ってくる状態で供給するステップと、入ってくる光学的放射を光学系に向けるステッ
プと、偏光子を使用せずに、偏光の少なくとも１つの入ってくる状態のそれぞれに関する
光学系から発する結果の出てゆく光学的放射の少なくとも１つの特性を測定するステップ
と、出てゆく光学的放射の測定された少なくとも１つの特性から、光学的放射の偏光の状
態に対する光学系の影響を近似するステップとを含む方法を提供することによって解決さ
れる。
【００１２】
　本発明による方法の展開では、出てゆく光学的放射の少なくとも１つの特性を測定する
ことは、偏光の入ってくる状態のそれぞれに関して出てゆく光学的放射の位相分布および
／または強度分布を測定することを含む。用語「位相分布」および用語「強度分布」は、
光学系の射出瞳の少なくとも一部でのめいめいの分布として理解されなければならない。
偏光の入ってくる状態のそれぞれの位相分布および／または強度分布から、偏光の状態に
対する光学系の影響を、特に高い正確さで近似することができる。
【００１３】
　これは、位相分布および／または強度分布の測定が干渉計の使用、特にシアリング干渉
計および／または点回折干渉計などの共通光路干渉計の使用を含む場合に、さらに実現可
能である。上で詳細を示したように、共通光路干渉計の使用は、測定に対する検出光学部
品の収差の影響を最小にすることを可能にする。具体的には、本発明の方法で使用される
干渉計が、光学系の実際のリソグラフィ動作で使用されるものと同一の放射の使用を可能
にするならば、有利である。この測定テクノロジは、オペレーショナル干渉計（ｏｐｅｒ
ａｔｉｏｎａｌ　ｉｎｔｅｒｆｅｒｏｍｅｔｅｒ、ＯＩ）測定テクノロジとも示される。
【００１４】
　本発明による方法のもう１つの展開では、光学的放射の偏光の状態に対する光学系の影
響の近似は、位相分布および／または強度分布の測定をモデル関数内で処理することを含
む。さらに、光学的放射の偏光の状態に対する光学系の影響の近似は、光学系の近似ジョ
ーンズ行列の再構成を有利に含む。それに加えて、偏光の状態に対する光学系の影響を、
特に高い正確さで判定することができる。具体的には、それに加えて、ジョーンズ行列を
、０．０５未満の全行列要素の最大相対誤差で判定することができる。
【００１５】
　偏光の入ってくる状態が、偏光の任意の状態を偏光の入ってくる状態の線形組合せによ
って形成できるように選択されるならばさらに有利である。具体的には、すべての偏光状
態およびすべての円偏光状態または楕円偏光状態を、偏光の入ってくる状態の線形組合せ
によって形成することができる。
【００１６】
　本発明のさらに有利な態様では、光学系は、所与の開口を有する光学結像系を含み、光
学的放射の偏光の状態に対する光学系の影響は、瞳分解を用いて判定される。これは、光
学系の影響が、射出瞳のめいめいの角度にわたって判定されることを意味する。このため
に、上で詳細を示した測定される位相分布および／または測定される強度分布のそれぞれ
が、射出瞳全体にわたる分布であるならば、特に有利である。光学結像系が、少なくとも
０．８の高開口数を有するならば、特に有利である。
【００１７】
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　入ってくる放射が、主に直線偏光の放射成分を有する少なくとも１つの第１の入ってく
る状態と、主に円偏光の放射成分を有する少なくとも１つの第２の入ってくる状態とで供
給されるならば、さらに有利である。主に直線偏光の放射成分を有する少なくとも１つの
第１の入ってくる状態は、リターデイション、透過、および直線偏光二色性など、光学系
のいわゆる直線特性の判定を可能にする。主に円偏光の放射成分を有する少なくとも１つ
の第２の入ってくる状態を供給することによって、光学系の回転および円偏光二色性の判
定が可能になる。これらのパラメータから、偏光の状態に対する光学系の影響を、非常に
高い精度で近似することができる。
【００１８】
　本発明のもう１つの展開では、少なくとも１つの第１の入ってくる状態の直線偏光の放
射成分の支配的な偏光方向は、０°≦φ＜１８０°の範囲内で等しいステップで支配的な
偏光方向の方位角φを回転することによって得られる少なくとも３つの偏光方向の間で変
更される。０°≦φ＜３６０°の範囲の方位角φの偏光方向を有する入ってくる状態は、
必ず、伝播軸に関する電場の対称性に起因して、上で述べた０°≦φ＜１８０°の範囲の
方位角の偏光方向を有する同等の入ってくる状態を有する。これは、例えば１８０°の方
位角を有する入ってくる状態が、０°の方位角を有する入ってくる状態と同等であり、し
たがって、０°の方位角を有する入ってくる状態を参照することによって既にカバーされ
ることを意味する。
【００１９】
　本発明の上記の展開では、少なくとも３つの最初の入ってくる状態が提供され、たとえ
ば、支配的な偏光方向は、その後、０°、６０°および１２０°の方位角、または３０°
、６０°、および９０°の方位角などに調節される。偏光方向の間の角度ステップは、確
かに、より小さくなるように選択することができる。これは、支配的な偏光方向の変更か
ら生じる測定された出てゆく光学的放射の位相分布および強度分布の変動が測定され、光
学系のリターデイションおよび直線偏光二色性が、それから判定される場合に、さらに実
現可能である。さらに、リターデイションと直線偏光二色性の両方の主軸の方位は、それ
から有利に判定される。支配的な偏光方向を上で述べた形で回転することによって、光学
系のリターデイションおよび直線偏光二色性を、高い度合の正確さで判定でき、したがっ
て、光学系の影響を、特に正確に近似することができる。本発明の方法によれば、リター
デイションを、１．６７ｎｍ未満の瞳平均誤差（ｐｕｐｉｌ　ａｖｅｒａｇｅｄ　ｅｒｒ
ｏｒ）で判定することができる。さらに、直線偏光二色性の瞳平均誤差を、０．００５未
満に保つことができる。
【００２０】
　本発明による方法のもう１つの展開では、少なくとも１つの第２の入ってくる状態は、
主に左円偏光光の第１の入ってくる円偏光状態と主に右円偏光光の第２の入ってくる円偏
光状態とを含む。光学系の回転および円偏光二色性が、第１のおよび第２の入ってくる円
偏光状態に関する出てゆく光学的放射から判定されるならば、さらに有利である。本発明
の方法によれば、回転を、０．１４°未満の瞳平均誤差で判定することができる。これは
、近似されたジョーンズ行列を高い度合の正確さで再構成することを可能にする。
【００２１】
　有利な実施形態で、光学系の透過は、偏光の少なくとも１つの第１の入ってくる状態お
よび／または偏光の少なくとも１つの第２の入ってくる状態に関する出てゆく光学的放射
の測定された特性から判定される。これは、光学系のジョーンズ行列を高い正確さで再構
成することを可能にする。
【００２２】
　本発明のもう１つの展開では、偏光の入ってくる状態は、偏光子およびリターダの少な
くとも１つの組合せによって入ってくる光学的放射の偏光状態を変更することによって提
供され、少なくとも１つの偏光子および少なくとも１つのリターダのそれぞれは、そのめ
いめいの空間的方位において独立に調整可能である。それに加えて、広い範囲の偏光の入
ってくる状態、具体的には、異なる方位角を有する直線偏光の入ってくる状態および、さ
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らに、さまざまな変形形態で円偏光および楕円偏光の入ってくる状態を生成することがで
きる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２３】
　以下、本発明の実施の形態を図面を参照して説明する。図１は、マイクロリソグラフィ
用の投影露光システム１０を、光学的放射の偏光の状態に対する露光システム１０の投影
対物レンズ１２の形式の光学系の影響を近似する指定された装置と共に示す概略図である
。露光システム１０には、光学的放射、例えば、約２４８ｎｍまたは約１９３ｎｍの波長
範囲内のＵＶ放射を供給する、このシステムの一部としての照明システム１１と、この露
光システムの結像サブシステムとして働く投影対物レンズ１２とが含まれる。投影対物レ
ンズ１２は、比較的高い開口数（ＮＡ）を有する光学結像系とすることができる。ここま
では普通である設計は、指定された装置の構成要素によって拡張される。この装置は、投
影対物レンズ１２の瞳範囲にわたって空間的に分解された形で投影対物レンズ１２のジョ
ーンズ行列を近似するのに特に適する。
【００２４】
　この装置には、偏光の複数の入ってくる状態で投影対物レンズ１２に入ってくる光学的
放射を与える手段１３が含まれる。この手段１３は、照明システム１１と投影対物レンズ
１２との間に、ビーム経路内に並んで配置され、拡散スクリーン１４、回転可能な偏光子
１６、回転可能なリターダ１８または補償板、および開口を形成するスポット・レンズ２
０を含む。さらに、穴の空いたマスクの形または１つもしくは複数の開口部を有するいわ
ゆるピンホール・マスクの形のコヒーレンス・マスク２２が、スポット・レンズ２０と投
影対物レンズ１２との間に配置される。
【００２５】
　回転可能な偏光子１６は、照明システム１１から来る光学的放射を直線偏光させる。直
線偏光の方向は、偏光子１６を回転することによって、対応して任意の所望の方位に調整
することができる。回転可能なリターダ１８は、入る光波の常光線の部分と異常光線の部
分との間に所望の位相シフト（位相差）を導入する。これは、左円偏光光と右円偏光光の
両方をリターダ１８によって生成できることを意味する。したがって、回転可能な偏光子
１６と回転可能なリターダ１８の組合せは、すべてのストークス・ベクトルの光学的放射
を投影対物レンズ１２に供給できるようにされている。
【００２６】
　手段１３は、主に直線偏光の放射成分を有する偏光の第１の入ってくる状態と、主に円
偏光の放射成分を有する偏光の第２の入ってくる状態、具体的には反対に向けられた円偏
光の少なくとも２つの入ってくる状態とを供給するように構成される。このために、回転
可能なリターダ１８を、回転可能な偏光子１６に対して独立して回転可能なλ／４リター
ダの形で設けることができる。リターダ１８の主軸の方位は、円偏光の放射状態を生成す
るために、偏光子１６の方位に関して＋４５°および－４５°の方位角に調整される。直
線偏光状態を生成するために、補償板１８は、偏光子１６と同一の形で向きを定められる
。
【００２７】
　代替案では、固定された偏光子を、円偏光の放射状態をもたらすために偏光子の偏光方
向に関して＋４５°および－４５°の方位角に向けられたλ／４補償板と組み合わせて使
用することができる。固定された偏光子および対応する向きにされたλ／４補償板のこの
配置を、横変位によって光学経路内に移動することができる。
【００２８】
　拡散スクリーン１４は、空間的に非コヒーレントな放射をもたらすのに十分に強く散乱
性の設計である。コヒーレンス・マスク２２は、スポット・レンズ２０の焦点面内に配置
され、非常に強い範囲まで均一に照らされ、同時に、投影対物レンズ１２の対物面を形成
する。これは、点光源をもたらし、この点光源は、対物面内で空間的にできる限り非コヒ
ーレントである。それを用いて供給される入ってくる光学的放射２４は、投影対物レンズ
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１２に向けられ、この投影対物レンズ１２から、出てゆく光学的放射２６として発する。
その後、出てゆく光学的放射２６は、シアリング干渉計２８に入り、このシアリング干渉
計２８には、ＣＣＤ検出器３０が接続される。適当に設計された評価ユニット３２が、Ｃ
ＣＤ検出器３０に結合される。
【００２９】
　シアリング干渉計２８は、それ自体は普通の設計であり、例えば、ドイツ国特許出願第
１０１　０９　９２９　Ａ１号および以前のドイツ国特許出願第１０２　１７　２４２号
に記載のものなどであり、詳細についてはこれらの参考文献を参照することができる。必
要な制御プロセスおよび評価プロセスは、出てゆく光学的放射２６を評価する関連する処
理ステップの次の説明から当業者に明白になるように、評価ユニット３２内で実施される
。
【００３０】
　光学的放射の偏光の状態に対する投影対物レンズ１２の影響を近似するために、投影対
物レンズ１２のリターデイションＲ、その主軸α、透過ｔ、直線偏光二色性ｄ、および直
線偏光二色性の主軸βが、第１測定ステージで判定される。そのために、入ってくる光学
的放射２４が、手段１３によって、上で述べた主に直線偏光の放射成分を有する複数の第
１の入ってくる状態で供給される。第２測定ステージでは、やはり手段１３によって供給
される主に円偏光の放射成分を有する第２の入ってくる状態から、回転Ｒｚおよび円偏光
二色性ｄｚが判定される。これらのパラメータから、評価ユニット３２は、投影対物レン
ズ１２の近似ジョーンズ行列を再構成する。
【００３１】
　主に直線偏光の放射を有する第１の入ってくる状態のそれぞれおよび主に円偏光の放射
を有する第２の入ってくる状態のそれぞれのめいめいの偏光行列Ｐは、偏光状態を完全に
記述する必要がない。むしろ、偏光行列Ｐは、直線偏光成分、円偏光成分、および非偏光
成分の任意の混合物を記述することができる。めいめいの直線偏光の度合γlinおよび円
偏光の度合γcircは、次のように偏光行列Ｐから得ることができる。
【００３２】
【数１】

　この計算では、偏光させる光学要素の非理想的な影響を、投影対物レンズ１２から発す
る出てゆく光学的放射の評価に含めることが可能である。測定の正確さのためには、直線
偏光特性の判定に使用される偏光の第１の入ってくる状態が、できる限り高い度合の直線
偏光で供給されるならば望ましい。したがって、円偏光特性を判定するための第２の入っ
てくる状態は、できる限り高い度合の円線偏光で供給されなければならない。
【００３３】
　上で述べたように、第１測定ステージでは、投影対物レンズ１２のリターデイションＲ
および直線偏光二色性ｄを判定する。このために、主に直線偏光の放射の第１の入ってく
る状態に関する投影対物レンズ１２から発する出てゆく光学的放射の波面位相分布および
強度分布を、シアリング干渉計２８を使用して判定する。そのために、第１の入ってくる
状態は、少なくとも３つの異なる方位に調整されるめいめいの偏光方向の方位角φを伴っ
て供給される。具体的に言うと、第１の入ってくる偏光状態の直線偏光の放射成分の支配
的な偏光方向は、そのめいめいの支配的な偏光方向の方位角φを０°≦φ＜１８０°の範
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囲内で少なくとも２つのステップで回転することによって変更される。これらのステップ
が、等しいことが好ましい。これは、支配的な偏光方向の方位角φを、たとえば、連続的
に０°、６０°、および１２０°に調整できることを意味する。
【００３４】
　偏光行列Ｐによって表される、偏光のめいめいの入ってくる状態についてシアリング干
渉計２８によって作成されるめいめいのインターフェログラムの強度Ｉは、次の式によっ
て記述される。
　　Ｉ＝ｔｒａｃｅ｜（Ｔ＋ＴΔ）Ｐ（Ｔ＋ＴΔ）+｜＝ＩT＋ＩTΔ＋２Ｒｅ｛ｔｒａｃ
ｅ［ＴＰＴΔ

+］｝　　（３）
ここで、Ｔは、投影対物レンズの瞳分解されたジョーンズ行列であり、ＴΔは、シアリン
グ距離（ｓｈｅａｒｉｎｇ　ｄｉｓｔａｎｃｅ）だけシフトされた瞳位置での対応するジ
ョーンズ行列である。プラス記号は、それが参照するめいめいの行列の複素共役を示す上
付き文字である。ＩTおよびＩTΔは、シアリング干渉計の２つの干渉する部分的光波のめ
いめいの強度項であり、項（２Ｒｅ｛ｔｒａｃｅ［ＴＰＴΔ

+］｝）は、２つの干渉する
部分的光波の干渉項を示す。
【００３５】
　コヒーレンス行列とも呼ぶことができる偏光行列Ｐは、次式のように、対応する電場Ｅ
＝［Ｅｘ，Ｅｙ］のそれ自体とのダイアディック積の時間平均として定義される。
【００３６】
【数２】

　上付き文字の星記号は、それが参照する変数の複素共役を示し、山括弧＜＞は、時間平
均を示す。偏光の入ってくる状態のそれぞれについて、位相分布は、いわゆる位相シフト
技法を適用することによって測定される。これは、偏光の所与の入ってくる状態について
シアリング干渉計で作成されるシアリングされる部分的な波の位相を変更することと、め
いめいの結果のインターフェログラムを測定することとによって行われる。したがって、
式（３）の最後の項の複素数の引数（ｔｒａｃｅ［ＴＰＴΔ

+］）を判定することができ
る。それから、めいめいの出てゆく放射の偏光依存差分位相項ΔΦpolを、次のように計
算することができる。
　　ΔΦpol＝ａｒｇ（ｔｒａｃｅ［ＴＰＴΔ

+］）　　（５）
さらに、偏光依存強度分布Ａpolは、次式のように得られる。
　　Ａpol＝ａｂｓ（ｔｒａｃｅ［ＴＰＴΔ

+］）　　（６）
【００３７】
　シアリング干渉計を使用することによって、出てゆく光学的放射の差分位相項ΔΦを判
定することができる。これは、差分次元なので、ｘ方向とｙ方向の両方でのシアリングに
ついて両方で判定されなければならない。所望の偏光依存位相分布Φpolは、その後、適
当な２次元再構成アルゴリズムを使用する統合によって、２つの異なる区域から計算され
る。したがって、位相分布Φpolは、オフセット値を除いて投影対物レンズ１２の瞳にわ
たって判定され、このオフセット値は、瞳全体にわたって一定である。
【００３８】
　投影対物レンズ１２の瞳にわたる強度分布Ａpolは、シアリング干渉計原理の対象であ
るより高次の部分だけにあり、したがって、位相シフトされたインターフェログラムの一
定の光の部分から直接に判定することができる。
【００３９】
　瞳にわたる位相分布Φpolおよび瞳にわたる強度分布Ａpolは、異なる方位角φnの主に
直線偏光の放射の第１の入ってくる状態のそれぞれについて上で説明したように測定され
、ここで、φnは、φ1＞０からφN＝３６０°まで等距離のステップで進行するＮ個の値
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である。実用的な手段は、偏光の直線状態が１８０°の回転の下で不変なので、φ1＞０
からφN/2＝１８０°まで等距離のステップでのみ上で説明した測定を実行し、角度φN/2

+1＞１８０°からφN＝３６０°までについて、同一の測定値を挿入することとすること
ができる。
【００４０】
　それから、方位角φの関数としての位相分布Φpol（φ）および強度分布Ａpol（φ）が
得られる。次に、これらの変数を、フーリエ変換を介して変換し、このフーリエ変換は、
次式に示されているように、各瞳位置でのめいめいの複素高調波ａ（ｎ）およびｂ（ｎ）
の係数をもたらす。
　　ａ（ｎ）＝ＦＴ［Φpol（φ）］　　（７）
　　ｂ（ｎ）＝ＦＴ［Ａpol（φ）］　　（８）
【００４１】
　実用的には、ａ（ｎ）およびｂ（ｎ）を判定するために、高速フーリエ変換アルゴリズ
ム（ＦＦＴ）を適用することができる。上の式では、ｎは、それぞれ対応する複素高調波
ａ（ｎ）およびｂ（ｎ）のめいめいの次数を表す。位相分布Φpol（φ）の第１高調波ａ
（１）から、投影対物レンズ１２のリターデイションＲおよびその主軸の方位αを、次の
ように判定することができる。
【００４２】
【数３】

　さらに、投影対物レンズ１２の透過ｔ、直線偏光二色性ｄ、およびその主軸の方位βは
、強度分布Ａpol（φ）の第０高調波ｂ（０）および第１高調波ｂ（１）から、次のよう
に判定される。
　　ｔ＝ａｂｓ［ｂ（０）］　　（１１）
【００４３】

【数４】

　式（１０）および（１３）の係数１／２は、偏光回転全体の２回回転対称性を表す。式
（１１）に従って透過ｔを判定するために、測定装置は、１の一定の強度値を得るために
、投影対物レンズ１２なしで較正されなければならない。
【００４４】
　上で述べたように、第２測定ステージでは、回転Ｒｚおよび円偏光二色性ｄｚが、偏光
の第２の入ってくる状態から判定される。第２の入ってくる状態は、主に左円偏光光の入
ってくる状態と、主に右円偏光光の入ってくる状態とを含み、回転可能なリターダ１８を
含む手段１３によって順々に供給される。光学系の回転Ｒｚを、左円偏光光波と右円偏光
光波の間のリターデイションとして解釈することもできるので、反対向きの円偏光の２つ
の入ってくる状態の波面測定によって回転Ｒｚを判定することが可能である。
【００４５】
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　瞳にわたる差分位相項ΔΦpolは、左右の円偏光状態について上で説明した位相シフト
技法を使用して、シアリング干渉計２８によって測定される。それから、左偏光の入って
くる状態の位相分布Φpol（ｌｚ）および右偏光の入ってくる状態の位相分布Φpol（ｒｚ
）が判定される。次のステップとして、投影対物レンズ１２の回転Ｒｚが、次のように計
算される。
【００４６】
【数５】

【００４７】
　さらに、円偏光二色性ｄｚは、左円偏光の光の強度分布Ａpol（ｌｚ）および右円偏光
の入ってくる状態の強度分布Ａpol（ｒｚ）から、次のように計算される。
【００４８】

【数６】

【００４９】
　上で判定されたパラメータすなわち、リターデイションＲ、その主軸の方位α、透過ｔ
、直線偏光二色性ｄ、その主軸の方位β、回転Ｒｚ、および円偏光二色性ｄｚから、投影
対物レンズ１２の近似ジョーンズ行列が、次で説明するように計算される。
【００５０】
　一般に、近似ジョーンズ行列Ｔは、Ｒ．Ｂａｒａｃａｔ、「Ｊｏｎｅｓ　ｍａｔｒｉｘ
　ｅｑｕｉｖａｌｅｎｃｅ　ｔｈｅｏｒｅｍｓ　ｆｏｒ　ｐｏｌａｒｉｓａｔｉｏｎ　ｔ
ｈｅｏｒｙ」、Ｅｕｒ．Ｊ．Ｐｈｙｓ．１９（１９９８年）、２０９～２１６ページに示
されたジョーンズ行列等価性理論を使用することによって再構成することができ、この文
献を、詳細について参照することができる。この理論によれば、すべてのジョーンズ行列
Ｔは、次のように分解することができる。
　　Ｔ＝ＴR（α1）ＴRP（α2，β1）ＴP（σ1，σ2）ＴRP（－α3，β2）ＴR（－α4）
　　（１６）
【００５１】
　ここで、ＴR（α1）は、回転行列であり、伝播軸の回りの角度α1の回転を記述する。
ＴRP（α2，β1）は、リターデイションα2およびその高速主軸（ｆａｓｔ　ｍａｉｎ　
ａｘｉｓ）の方位β1を有する基本リターダのジョーンズ行列である。ＴP（σ1，σ2）は
、より大きい透過振幅σ1およびより小さい透過振幅σ2を有する主軸系内の部分的偏光子
のジョーンズ行列である。たとえば、２つの基本リターダＴRP（α2，β1）およびＴRP（
－α3，β2）の総リターデイションの分布を含めて、上の式（１６）のすべての変数を、
上で説明した方法によって判定できるわけではない。しかし、本発明の方法によって測定
されるジョーンズ行列では、２つの基本リターダＴRP（α2，β1）およびＴRP（－α3，
β2）を有効リターダに組み合わせるために、固有の偏光子ＴP（σ1，σ2）が、十分に弱
い。
【００５２】
　本発明によれば、総有効ジョーンズ行列Ｔeffは、次式から計算することができる。
　　Ｔeff＝ＴlinＴcirc　　（１７）
但し、
　　Ｔlin＝ＴRP（α，Ｒ）ＴR（β）ＴP（σ1，σ2）ＴR（Ｒｚ－β）　　（１８）
かつ
　　Ｔcirc＝ＴRP（π／４，π／２）ＴR（π／４）ＴP（σ1z，σ2z）ＴR（－π／４）
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ＴRP（－π／４，π／２）　　（１９）
であり、Ｔlinは、リターデイションＲ、直線偏光二色性ｄ、および回転Ｒｚの寄与を含
むジョーンズ行列の表現であり、Ｔcircは、円偏光二色性ｄｚを記述する、追加のジョー
ンズ行列の表現である。
【００５３】
　さらに、式（１８）に含まれるσ1およびσ2は、部分的偏光子のジョーンズ行列の主透
過振幅であり、次のように、測定された透過ｔおよび直線偏光二色性ｄから判定される。
【００５４】
【数７】

【００５５】
　類似する形で、式（１９）に含まれる円主透過振幅σ1zおよびσ2zは、次のように、測
定された円偏光二色性ｄｚから計算される。
【００５６】
【数８】

【００５７】
　上のモデルは、光学的放射が、まず円偏光子を通過し、次に直線偏光子を通過し、その
後に有効リターダを通過するという前提に基づく。投影対物レンズ１２の実際のジョーン
ズ行列がこの挙動から逸脱する場合には、実際のジョーンズ行列と再構成された有効ジョ
ーンズ行列との間のモデリング誤差が生じる。しかし、このモデリング誤差は、合計され
たリターダだけが測定可能なので、説明された方法については回避不能である。式（１７
）から（１９）に示された行列乗算は、投影対物レンズ１２の特定のジョーンズ行列のよ
りよい近似を表すことができる交番シーケンスで行うこともできる。
【００５８】
　式（１７）によるジョーンズ行列Ｔeffには、任意の位相標準化が含まれる。しかし、
大域的位相は、式（７）による第０高調波ａ（０）によって与えられ、対応する位相標準
化は、難なく行うことができる。
【００５９】
　図１に示された第１実施形態のシアリング干渉計２８を使用する代わりに、図２に示さ
れた光学的放射の偏光の状態に対する投影対物レンズ１２の影響を近似する装置の第２実
施形態に含まれる点回折干渉計を使用することができる。図２に示された第２実施形態に
おいて、図１の対応する要素と同一の機能を有する要素は、同一の符号を用いて記されて
いる。図１による第１実施形態と異なる部分は、図２による第２実施形態では、回折格子
３４が利用される。回折効果によって、回折格子３４は、コヒーレンス・マスク２２によ
って作られた球面波を、２つの部分的波３８および４０によって示されるさまざまな成分
波に分割する。２つの部分的波３８および４０は、類似する軌跡で投影対物レンズ１２を
横切り、その後、検出器側のコヒーレンス・マスク４２上の異なるサイズのピンホールに
集光される。２つの部分的波３８および４０の干渉のゆえに、投影対物レンズ１２全体の
インターフェログラムが作られ、これが、ビーム整形手段４４の助けによってＣＣＤ検出
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器３０に結像される。
【００６０】
　図２による第２実施形態によって使用される点回折干渉計および図１による第１実施形
態によって使用されるシアリング干渉計２８は、両方とも共通光路干渉計であり、インタ
ーフェログラムを作成する２つの部分的光波が、共通の経路に沿って投影対物レンズ１２
を横切る。そのような共通光路干渉計の使用は、検出光学部品内の収差が、それによって
得られる同位相波面測定を歪曲しないので有利である。
【００６１】
　図２による第２実施形態に含まれる点回折干渉計では、測定される波面は、一定の偏光
状態で一定の位相を有し、投影対物レンズ１２の焦平面内のコヒーレンス・マスク４２の
ピンホールによって生成される球面波と干渉するようにされる。対応する位相分布Φpol

を、式（５）との類比で次のように定式化することができる。
【００６２】
【数９】

【００６３】
　ＴSphは、仮想ジョーンズ行列であり、コヒーレンス・マスク２２のピンホールから発
する球面波の偏光状態への入ってくる光の偏光状態の変換を定義する。位相分布Φpolは
、作動ユニット３６の助けを得て回折格子３４を移動することによって生成されるインタ
ーフェログラムの後続測定によって得られ、この移動は、シアリング干渉計２８に使用さ
れる位相シフト技法によって得られる位相シフトに対応する位相シフトを生じさせる。
【００６４】
　測定方法は、それ以外では、次の変更を除いてシアリング干渉計２８に関して式（１）
から（２３）によって記述される測定方法と同一である。仮想ジョーンズ行列ＴSphを、
ユニタリ行列Ｕ、対角行列Ｖ、およびもう１つのユニタリ行列Ｗの異なる積への特異値分
解によって分解する。
　　ＴSph＝ＵＶＷ　　（２５）
その後、ユニタリ基準ジョーンズ行列Ｔrefを、次のように作成する。
　　Ｔref＝ＵＷ　　（２６）
【００６５】
　基準ジョーンズ行列Ｔrefは、振幅分布を全く含まず、球面波の原理に起因して、すべ
ての瞳位置にわたって一定である。ＴSphは、１つの瞳位置での偏光解析測定によって判
定することができ、あるいは、１つの瞳位置、たとえば主ビームの位置での、測定される
投影対物レンズ１２に関する仮定から演繹することができる。
【００６６】
　最後に、式（１）から（２３）に従って判定された有効ジョーンズ行列Ｔeffを、基準
ジョーンズ行列Ｔrefで割ることによって訂正する。図２による点回折干渉計を使用する
測定方法によって得られる、結果のジョーンズ行列ＴPDIは、次のように判定される。
【００６７】
【数１０】

【００６８】
　本発明は、光学的放射の偏光の状態に対する光学系の影響を近似する方法であって、光
学系の入ってくる光学的放射が、直線偏光状態および円偏光状態を含む偏光の複数の入っ
てくる状態で供給される方法を提供する。偏光の入ってくる状態のそれぞれに関する光学
系から発する結果の出てゆく光学的放射の位相分布および強度分布が、測定され、光学的
放射の偏光の状態に対する光学系の影響が、試験中の光学系のリターデイション、直線偏
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明による方法は、検出器側で出てゆく光学的放射を測定する偏光子の必要なしに、高い正
確さで偏光の状態に対する光学系の影響を近似することを可能にする。したがって、広い
角度での十分な透過および消光をもたらす必要に起因して一般に厳しい要件の対象になる
検出器用の偏光子を製造するコストを、回避することができる。具体的には、λ＝１９３
ｎｍおよびλ＝２４８ｎｍのＵＶ波長について、偏光の状態に対する影響を判定する装置
で検出器側偏光子として使用するのに十分な品質の偏光子は、十分な品質で製造すること
ができない。
【００６９】
　限られた数の実施形態および応用例に関して本発明を説明したが、本発明の多数の変形
形態、修正形態、および他の応用例を作ることができることを諒解されたい。
【図面の簡単な説明】
【００７０】
【図１】投影光学部品を有するマイクロリソグラフィ用の露光システムと、光学的放射の
偏光の状態に対する投影光学部品の影響を近似する装置の第１実施形態とを示す概略図で
ある。
【図２】投影光学部品を有するマイクロリソグラフィ用の露光システムと、光学的放射の
偏光の状態に対する投影光学部品の影響を近似する装置の第２実施形態とを示す概略図で
ある。
【符号の説明】
【００７１】
　１０　投影露光システム
　１１　照明システム
　１２　投影対物レンズ
　１３　入ってくる光学的放射を与える手段
　１４　拡散スクリーン
　１６　偏光子
　１８　リターダ（補償板）
　２０　スポット・レンズ
　２２　コヒーレンス・マスク
　２４　入ってくる光学的放射
　２６　出てゆく光学的放射
　２８　シアリング干渉計
　３０　ＣＣＤ検出器
　３２　評価ユニット
　３４　回折格子
　３６　作動ユニット
　３８　部分的波
　４０　部分的波
　４２　コヒーレンス・マスク
　４４　ビーム整形手段
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